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序　　　　　文

フィリピン共和国政府は、日本の総合農協の事業方式をモデルにパイロット農協の営農・販売・

購買・信用事業を強化し、農業所得の向上と農村女性・地域住民の雇用機会創設を図りたいとし

て、我が国にプロジェクト方式技術協力を要請してきました。国際協力事業団はこれを受けて、平

成 10年 10月以降、社会・ジェンダー調査及び事前調査及び事前調査を重ねたうえ、平成 12年２

月には短期調査を行い、参加者分析を通じて技術協力のフレームワーク案を作成しました。

今般は、これら調査結果を踏まえて、平成 12年５月 14日から同 25日まで、国際協力事業団農

業開発協力部農業技術協力課半谷良三課長を団長とする実施協議調査団を現地に派遣しました。

同調査団は、フィリピン共和国政府関係者と協力実施のための最終協議を行い、討議議事録

（Ｒ／Ｄ）及び暫定実施計画（ＴＳＩ）などの署名を取り交わしました。その結果、「フィリピン農

協強化を通じた農民所得向上計画」プロジェクトを、ルソン島ベンゲット州において、平成 12年

７月１日から５年間にわたって実施することとなりました。

本報告書は、同調査団による協議結果などを取りまとめ、併せて先の短期調査報告書を添付し

たものであり、今後、本プロジェクトの実施にあたり、広く活用されることを願うものです。

ここに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表します。

平成 12年６月

国際協力事業団

理事　後　藤　　洋













目　　　　　次

序　文

写　真

地　図

１．実施協議調査団の派遣 ........................................................... 1

１－１　調査団派遣の経緯と目的 ................................................... 1

１－２　調査団の構成.............................................................. 2

１－３　調査日程.................................................................. 3

１－４　主要面談者................................................................ 4

２．要約 ............................................................................ 6

３．討議議事録の交渉経緯 ........................................................... 10

３－１　訪問記録.................................................................. 10

３－２　プロジェクト実施に関する討議経緯......................................... 14

４．プロジェクト実施上の留意点 ..................................................... 18

４－１　農協組織経営、経済事業分野における実施上の留意点 ........................ 18

４－２　営農指導、生活活動分野における実施上の留意点 ............................ 19

５．団長所感 ........................................................................ 23

付属資料

１．討議議事録（Record of Discussions：Ｒ／Ｄ）................................... 27

２．ミニッツ（Minutes of Understanding）........................................... 45

３．2000年度プロジェクト予算に係るメモランダム .................................. 61

４．プロジェクト予算（2000～ 2005）................................................ 65

５．ＢＳＵコンタクトパーソン配置レター ........................................... 66

６．プロジェクトオフィス見取り図 ................................................. 67

短期調査報告書 ...................................................................... 69

添付資料

１．ミニッツ ...................................................................... 135

２．Questionnaire ................................................................. 175



- 1 -

１．実施協議調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

フィリピン経済は農業に大きく依存しているが、その経済的重要性にもかかわらず、非農業部

門の経済成長率が３～６％の伸び率を示しているのに対し、農林水産部門の伸び率は0.89％（1995

年）にとどまっている。このため、工業部門が中心である首都マニラの労働者の収入と農業労働者

収入の格差が拡大しており、農業労働者は貧困ライン以下の生活を送っている。1992年 12月に策

定されたフィリピンの「中期開発計画」では、農村部における①貧困の緩和、②不平等の是正、③

生産的雇用の拡大、④持続的な経済成長を図るため、「農地改革の推進」と「協同組合の組織化と

育成」政策が掲げられている。しかし、フィリピンの協同組合は、組織・事業規模が零細で、かつ

役職員の経験・能力が不足しているため、経営困難に陥っているところが少なくない。

こうした問題を解決するため、フィリピン大統領府協同組合開発庁（ＣＤＡ）は1997年、日本の

総合農協の事業方式に倣って、モデル農協に対する営農指導及び販売、購買、信用の各事業を強

化し、これを通じて農業所得を向上させるとともに、農村女性・地域住民の雇用機会を創設する

ための小規模農産工業振興を図りたいとして、我が国にプロジェクト方式技術協力を要請してき

た。

この要請を受けて国際協力事業団は、1998年 10月に社会・ジェンダー調査、1999年４月に事前

調査を実施し、プロジェクト実施の可能性と妥当性及び実施に係る基本方針について調査・協議

した。

さらに、2000年２月９日から２月 23日まで農林水産省経済局国際部技術協力課角田伸二氏（総

括）ら短期調査員６名を派遣して短期調査を実施し、プロジェクト実施の可能性及び妥当性につい

て確認した。同調査では、まず３つのパイロット候補農協において問題分析及び参加者分析を実

施し、各農協が抱える問題につき分析した。次にプロジェクト関係者を集め、各パイロット候補

農協で確認された問題をベースに、３日間のＰＣＭワークショップを開催し、問題分析、参加者

分析、目的分析、プロジェクトの選択を行った。その結果を基にＣＤＡ関係者及び調査団員でプ

ロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）案及びプロジェクトフレームワーク案を作成し、

その調査結果及び協議結果はミニッツに取りまとめた。

今般の実施協議調査では、これまでの調査結果に基づきフィリピン政府関係者とプロジェクト

実施のための最終的な協議を行い、討議議事録（Record of Discussions：Ｒ／Ｄ）ならびにミニッ

ツを作成し、署名・交換を行う。

主な調査項目は、以下のとおりである。

（1）MASTER PLANの協議

（2）予算措置状況の確認
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（3）カウンターパート（Ｃ／Ｐ）配置計画の確認

（4）プロジェクトオフィスなどの確保状況の確認

（5）Ａ１、Ａ４フォーム要請書の提出について

（6）プロジェクト実施上の留意点についての活動分野別調査

１－２　調査団の構成

担　　当 氏　　名 所　　　属

総括 半　谷　良　三 ＪＩＣＡ農業開発協力部農業技術協力課長

農協組織経営／経済事業 松　田　昌　裕 ＪＡ全国農業協同組合中央会広報部国際協力室長

営農指導／生活活動 秋　山　　　勇 農林水産省大臣官房協同組合検査部検査課協同組合検査官

技術協力 野　添　剛　司 ＪＩＣＡ農業開発協力部農業技術協力課
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１－３　調査日程

調査期間：2000年（平成 12年）５月 14日～５月 25日（12日間）

日順 月　日 曜日 調　査　内　容

1 5／ 14 日 18：00 成田→マニラ（JL-745）21：20着

2 5／ 15 月 9：00 ＪＩＣＡ事務所打合せ

14：00 国家経済開発庁（ＮＥＤＡ）表敬

16：00 大統領府協同組合開発庁（ＣＤＡ）表敬・打合せ

3 5／ 16 火 6：30 移動（マニラ→バギオ：陸路）

16：00 ベンゲット州知事表敬

4 5／ 17 水 9：00 ＣＤＡコルディレラ地域事務所（ＣＤＡ－ＣＥＯ）表敬

13：30 ベンゲット農協役職員との打合せ

15：00 ラ・トリニダッド野菜集荷場調査

5 5／ 18 木 6：30 バギオ→カパンガン

8：30 カパンガン町長表敬

9：40 タバアオクバ農協役職員との打合せ

15：00 ベンゲット州立病院（ＢＥＧＨ）訪問

16：15 ブギアス農協役職員との打合せ（バギオ市）

18：00 カウンターパートとの打合せ

6 5／ 19 金 8：00 農業研修局（ＡＴＩ）訪問

9：00 プロジェクトオフィス予定地視察

9：35 Coop-BANK調査

11：00 カウンターパートとの打合せ

14：00 ベンゲット国立大学（ＢＳＵ）訪問

16：15 ラ・トリニダッド町長表敬

7 5／ 20 土 7：30 移動（ベンゲット→マニラ：陸路）17：30着

8 5／ 21 日 資料整理

9 5／ 22 月 9：00 ＣＤＡとの協議　～ 19：00

10 5／ 23 火 10：00 ＣＤＡとの協議　～ 15：00

15：00 Ｒ／Ｄ及びミニッツ署名・交換

18：30 団長主催レセプション

11 5／ 24 水 9：00 日本大使館報告

10：30 ＪＩＣＡ事務所報告

14：00 ＮＥＤＡ報告

15：30 ＣＤＡ打合せ

12 5／ 25 木 9：30 移動：マニラ→成田（JL746）15：00着
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１－４　主要面談者

（1）大統領府協同組合開発庁（ＣＤＡ）

Alberto P. Zingapan Acting Chairman

Benedicto A. Jayoma Chairperson, Oversight Committee on Agriculture

Candelario Verzosa, Jr. Executive Director

Datu Padilla Pundaodaya Administrator

Ombre S. Hamsirani Administrator

Regelio P. Madriaga Director

Iraida Banaira Director, Institutional Development Department

Marietta B. Jose Supervising Cooperative Development

Specialist, Coop. Development and Assistance

Division, IDD

Maria Corazon Diwas Cooperative Development Specialist

（2）ＣＤＡコルディレラ地域事務所（ＣＤＡ－ＣＥＯ）及び州事務所

Richard B. Lebeng Director

Alexander B. Alagon Assistant Director

Dickson S. Aycud Senior Cooperative Development Specialist

Robert C. Gulgulway Cooperative Development Specialist

Felicidad R. Cenon 　　　　　　　〃

Issac Gallangi 　　　　　　　〃

Janet Abalos 　　　　　　　〃

Florida Bantales 　　　　　　　〃

Amelita Bayawan 　　　　　　　〃

（3）ベンゲット州政府

Raul M. Molintas Provincial Governor, Benguet Province

Purificacion S. Suanding-Molintas Regional Director, Dept. of Tourism

（4）町政府関係者

Nestor B. Fongwan Mayor, La Trinidad Municipality

Rogelio P. Leon Mayor, Kapangan Municipality
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（5）パイロット農協関係者

Lorenzo Blino Benguet Farmers Multi-purpose Cooperative

William D. Geston 　　　　　　　　　〃

Julius P. Datud 　　　　　　　　　〃

Deony Alawas 　　　　　　　　　〃

Rosia J. Depnag 　　　　　　　　　〃

Cotis Yangkin Manager, Taba-ao-Cuba Multi-purpose Cooperative

Bernadette O. Willie General Manager, Bad-ayan Buguias Development

Cooperative (BABUDCO)

Luther Butag Chairman, BABUDCO

（6）その他プロジェクト関係者

Evelyn Aro-Esquejo DA's ATI-NTC

Cipriano C. Consolacion President, Benguet State University (BSU)

（7）National Economic and Development Authority (NEDA)

Jose Dominador C. Gomez Jr. Chief Economic Development Specialist

Cristina Santiago Senior Economic D. Specialist

Joanne Tolentino Public Investment

Luisa Jocongbauan Economic D. Specialist II Agri.

（8）在フィリピン日本大使館

植野　栄治 一等書記官

（9）ＪＩＣＡフィリピン事務所

小野　英男 所長

小原　基文 次長

村上　雄祐 所員（業務班長）

飯田　鉄二 所員
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２．要　　約

本調査団は、フィリピン大統領府協同組合開発庁（ＣＤＡ）及び関係機関とプロジェクトに係る

Ｒ／Ｄ及びミニッツを署名・交換することを目的に2000年５月 14日から現地を訪れた。２月の短

期調査で行ったワークショップ及びミニッツで締結した、プロジェクトの基本計画などを踏まえ

作成した対処方針及びＲ／Ｄ、ミニッツ案に従いＣＤＡと協議を行うとともに、ベンゲット州政

府をはじめとする関係機関、パイロット農協へのプロジェクト概要の説明を行った。関係機関と

の協議の結果、別添のとおりＲ／Ｄ及びミニッツについて、ＣＤＡ長官代行、ベンゲット州知事

との３者で５月 23日ＣＤＡ本庁にて署名を取り交わした。

プロジェクトのマスタープランは、２月の短期調査で策定された基本計画案を踏まえて、

Ｒ／Ｄに明記された。プロジェクト開始時に組合員、非組合員を対象とした農家調査を行い、組

合活動強化に必要な情報とプロジェクト評価、モニタリングに必要な基礎データをとることを合

意し、ミニッツに記載した。プロジェクトの概要については、以下のとおりである。

（1）プロジェクト名

フィリピン農協強化を通じた農民所得向上計画

（2）フィリピン側関係機関

1） プロジェクト実施機関：大統領府協同組合開発庁（ＣＤＡ）

2） 協力機関

① 州農業事務所との連携を中心としたベンゲット州政府

② 町農業事務所との連携を中心とした、ラ・トリニダッド、カパンガン、ブギアス３町

政府

3） 関係機関

① Benguet State University等の国立大学

② ベンゲット農業研修センター（ＡＴＩ－ＮＴＣ in Benguet）

③ ベンゲット州立病院

④ ＮＧＯ s及び People's Organizations

（3）プロジェクトサイト

1） プロジェクトサイト

ラ・トリニダッド町のプロジェクトオフィス



- 7 -

2） パイロット農協

① ベンゲット農民多目的協同組合

② バダアンブキアス開発多目的協同組合

③ タバアオクバ多目的協同組合

（4）協力期間

2000年７月１日から５年間

（5）基本計画

1） 上位目標

ベンゲット州で活動中の農協組合員の所得が向上する。

2） プロジェクト目標

a. ３パイロット農協組合員の所得が向上する。

b. フィリピン側カウンターパート組織の農協活動強化に係る能力が向上する。

3） 期待される成果

1）-1 パイロット農協が既存事業の拡充を図り、併せて新規事業を開発する。

1）-2 パイロット農協組合員がより収益性の高い農業生産を実現する。

2）-1 ＣＤＡ及び関係機関が農協活動強化に係る研修プログラムを策定、実施する。

4） 活動

1）-1-1 農協組合員・未加入農家の実態調査

1）-1-2 既存事業の改善及び新規事業の開発・実施

1）-1-3 マーケティング手法の策定及び実施

1）-1-4 信用事業及び共済事業の拡充・強化

1）-2-1 販売事業及び購買事業の拡充・強化

1）-2-2 営農指導及び生活活動の導入・設立

2）-1-1 研修ニーズ分析及び既存教材に基づく研修用教材の開発

2）-1-2 研修プログラムの開発と実施

2）-1-3 研修効果測定のためのモニタリング・評価手法の開発と実施

（6）長期専門家の分野

1） チーフアドバイザー

2） 業務調整／農家実態調査

3） 農協組織経営
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4） 経済事業

5） 営農指導／生活活動

（7）プロジェクト管理体制

1） プロジェクトヘッド（ＣＤＡ長官）は、プロジェクトの管理・実施に係る全指揮を負う。

2） プロジェクトダイレクター（ＣＤＡ専務理事）は、プロジェクトの管理・実施に係る全

責任を負う。

3） プロジェクト副ダイレクター（ＣＤＡ組織開発局長）は、プロジェクトダイレクターを

補佐し、プロジェクトの管理・実施に係る責任を負う。

4） アシスタントプロジェクトダイレクター（ＣＤＡコルディレラ地域事務所長）は、プロ

ジェクト副ダイレクターを補佐する。

5） プロジェクトマネージャー（ジェネラルカウンターパート）は、プロジェクト活動運営

及び実施に係る責任を負う。

6） チーフアドバイザーは、プロジェクトの運営について必要な提言と助言を行う。

（8）ミニッツ記載事項の概要

1） 協議の結果、両国が合意した暫定実施計画（Tentative Schedule of Implementation：

ＴＳＩ）及び暫定プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）を、ミニッツに添

付した。

2） 本プロジェクトは３パイロット農協の強化活動を通じてフィリピン側実施機関の能力

向上をめざしており、プロジェクト終了後、ＣＤＡは関係機関との連携によりベン

ゲット州における３パイロット農協以外のほかの農協を強化する活動を行うこととし

た。

3） 農協組織・事業強化に必要な情報を得るための調査及びプロジェクトのモニタリン

グ・評価に係る指標データ取得のため、プロジェクト開始直後に農協組合員・未加入

農家の実態調査を行うこととした。本調査についてはすべての専門家、カウンター

パートが実施し、調整員及び総括カウンターパートが中心となって取りまとめること

とした。

4） プロジェクトマネージャーとしてＣＤＡ本庁からマリエッタ女史をプロジェクト全期

間中フルタイムに配置すること、また、４分野（農協組織経営、経済事業、営農指導、

生活活動）に各２名ずつ８人のカウンターパートをフルタイムで配置することで合意

した。

カウンターパートの５年間のローテーションについては４名は５年間フルに配置し、
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ほかの４名の配置についてはプロジェクトの継続性と効果の波及を考慮して、プロ

ジェクト開始後、協議、合意することとした。

また、アソシエートカウンターパートが州及び町農業事務所（ＯＰＡＧ、ＭＡＯ）、パ

イロット農協からも任命され、ミニッツにリストを添付した。

5） パイロット農協強化活動に必要な機材はプロジェクト開始後策定するが、供与先は

ＣＤＡであり、ＣＤＡがパイロット農協と貸与契約を結んで農協が更新、メインテナ

ンスに必要な経費を積み立てていくこととする。

6） プロジェクト予算について、今年度は既存の予算を集めて措置し、2001年以降はプロ

ジェクト予算を独立して要求することとなる。予算執行が容易になるように執行面で

の配慮を求め、ミニッツに記載した。

7） プロジェクトオフィスはラ・トリニダッド町議会の最終承認を近日中に得て、ＣＤＡ

へのリースを６月３日から始める予定。６月初めからＣＤＡがオフィスの内装工事を

行い、プロジェクトの７月開始に向けて準備を進めることで合意した。
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３．討議議事録の交渉経緯

３－１　訪問記録

（1）５月 15日（月）

1） 国家経済開発庁（ＮＥＤＡ）表敬

団長より討議議事録（Ｒ／Ｄ）案及びミニッツ案に基づき本プロジェクトの概要について

説明を行った。これに対する先方からの質問及び提言は以下のとおりである。

a. 今回採択されるプロジェクト方式技術協力について、1996年のプロポーザルと比べて

内容が変わっているのはなぜか。特に女性への配慮という視点が欠落してしまったの

はなぜか。

b. プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）の INDICATORは本案で確定されるの

か。

c. 農家実態調査はいつ実施されるのか。

d. コンスタントなモニタリングの実施を提案したい。

e. 供与機材の引き取りに係る関税は大統領府協同組合開発庁（ＣＤＡ）が支払うこととな

ると思われるが、その予算確保のため、機材が到着する年度の供与総額をその前年度

中に知らせて欲しい。

これに対して、① 1998年に社会ジェンダー調査を実施し、その結果に基づいてプロジェ

クトフレームを構築してきたこと、②３モデル農協の選定の際、女性が農協役員に含まれ

ていることを一つの要件としたこと、③ファームガイダンスマニュアルでは、女性コミュ

ニティーによる生活活動が含まれていることを説明した。また、今回設定するＰＤＭは暫

定であり、プロジェクト開始後１年以内に行われる運営指導調査時までに詳細を確定する

こと、そして農家実態調査はプロジェクト開始後すぐに実施し、農協組合員及び未加入農

家に対してプロジェクト実施に必要なデータ及び評価モニタリングのために必要なデータ

を収集することについて説明した。

2） 大統領府協同組合開発庁（ＣＤＡ）本庁表敬

Ｒ／Ｄ案及びミニッツ案についてのコメントは現地調査後の 22日（月）までに取りまと

め、議論を行うこととした。

（2）５月 16日（火）

◇ ベンゲット州知事表敬

当初Ｒ／Ｄ署名日と想定していた５月 24日は知事の都合がつかないことから、１日繰り
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上げて５月 2 3 日に署名を行うこととした。州農業事務所（ＯＰＡＧ）、町農業事務所

（ＭＡＯ）からの派遣も含めたカウンターパートの配置案について了承するとともに、マス

タープラン及び実施体制図を含めてＲ／Ｄ案を説明したところ、特段問題はないとの回答

があった。

また、プロジェクトオフィスについて、ＣＤＡが毎月３万ペソ（邦貨約８万円相当、2000

年５月 17日現在の基本レートは１ペソ＝ 2.67円）を支払ってラ・トリニダッド町の所有す

る土地を借用する予定であったが、民間銀行からより高額な借料の支払い申し出（毎月５万

ペソ）があり、町としては本プロジェクトへのオフィス貸与を再考するとの情報があった。

これについて、知事からもラ・トリニダッド町長へ、円滑なプロジェクト実施のためにオ

フィス予定地の確保について進言してもらうよう申し入れ、了承を得た。

専門家の安全確保の観点から治安状況について確認したところ、このコルディレラ行政

管区（ＣＡＲ）地域はＣＰＬＡ（Cordilera People Liberation Army）との和平協定が結ば

れており、最も安全な場所である旨、回答があった。

ＮＥＤＡ表敬時に指摘のあった、本プロジェクトの要請と比べて女性への配慮が欠落し

たのではないかという問題点についても説明し、理解を得た。

（3）５月 17日（水）

◇ ベンゲット農協表敬

ベンゲット農協においては、新たにプロジェクト活動に応じたアソシエートカウンター

パートの配置を行うこと、供与機材についても、活動持続性の観点から維持更新に係る積

立てを実施することに対しても理解が示された。

（4）５月 18日（木）

1） カパンガン町長表敬

プロジェクト開始後実施される農家実態調査の重要性については理解しており、協力し

ていくこと、ＭＡＯからのカウンターパートの配置について了解することを確認した。

また、現在農協強化と関連するＮＧＯの活動が当町でも増えていることや、２ＫＲ見返

り資金の活用によりトリニダッド市場へ農産物を出荷するための道路の補修工事（一部コン

クリート化）を行っているとの説明があった。

2） タバアオクバ農協表敬

農家調査については、８月は稲作付け開始時期であり農家は多忙になるので、On-farmで

の調査に協力してもらうことにつき了解を取り付けた。
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3） ブギアス農協（バギオ）表敬

リーフマイナー（ハモグリバエの一種と見られる）による高地野菜に対する病害が広がっ

ており、ＯＰＡＧはその病害の出ている葉を標本として高知県に送付し、同定の依頼をし

たとのことであった。しかしながら、この対応は検疫制度を考慮していないものと思われ、

検疫について日本大使館へ照会するよう助言した。

また、ＭＡＯは農協が組織化した 2 5 名を最低人数とするグループに対して、ＩＰＭ

（Integrated Pest Management）、施肥法などの農業技術研修を実施している。

（5）５月 19日（金）

1） ベンゲット農業研修センター（ＡＴＩ－ＮＴＣ）表敬

ＣＡＲ地域における農業研修局（ＡＴＩ）は、ＡＴＩがもつ４か所の中央農業研修セン

ター（ＮＴＣ）の一つで、① Rice-fund Farming System、② Corn Livestock Poultry

Ｆ／Ｓ、③ Agribusiness、④ Cooperative Developmentのレギュラー研修プログラムを持

ち、現在６州で46～ 50コースの研修を実施している。ベンゲット州知事によって創設され

たフィリピン初の研修実施機関に関する協議会（Human Resources Development Consociam）

により、ほかの政府関係機関、ＮＧＯとの調整を図りながら、Institutional Development、

Human Resources Managementに関する研修が実施されている。研修の講師については、ベ

ンゲット国立大学（ＢＳＵ）等の教育施設から招へいし、ベンゲット州で生産されない産品

に係る研修内容の場合にはベンゲット州外から呼ぶこともある。

また、ＣＤＡと共同で同じプログラム（農企業化促進コースなど）を1999年も４コース実

施しており、現在研修コースの再編について更なる検討を行っているところである。例え

ば、ＩＰＭ、女性参加におる花卉栽培などのコースがあげられる。

本プロジェクトとの関連では、ブギアス農協における食品加工に係る研修要望が強いと

考えられるが、2000 年は食品加工に係る研修プログラムは準備されていない。過去には

ＢＳＵ協力を得て、ニンジンの加工（ジュース、ケーキなど）に係る研修を実施した実績が

ある。また、リーフマイナーに関する情報も得られた。

2） Coop-BANK表敬

会員となっている農協からの出資金、預金あるいは Land Bankの資金を協同組合の組合

員へ貸し付ける事業を実施している。ラ・トリニダッドのオフィスには13名の職員を配し、

バギオ及びブギアスにそれぞれ支社がある。保険商品は扱っていない。総資産4200万ペソ、

預金者には５％の利息を設定している。また、マイクロクレジットに係る貸付業務は仲買
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人の運転資金やサリサリストアの経営費などに対するものであり、１件平均約 5000ペソ、

総額約 1000万ペソがこれにあたる。

3） ベンゲット国立大学（ＢＳＵ）表敬

学長から、本プロジェクトのコンセプトに対する理解が示されると同時に、ＢＳＵをは

じめ連携・調整を要する関係機関の本プロジェクト活動における役割分担を明確にしてメ

モランダムを締結すべき旨提案があった。今回ＢＳＵが、Agricultural、Marketing、Food

Processing、Trainingの各分野について４名のコンタクトパーソン配置に係るレター（付属

資料５参照）を発出していたことを踏まえてのものである。本件については、前回の短期調

査時に「ＰＣＭワークショップにＢＳＵ関係者が参加するにあたり、その関係者がプロジェ

クト活動に従事することを認める旨のレターを発出すべし」との監査局からの指摘がなされ

たことに応じた対応であり、プロジェクト活動に従事するための配置を約束するものでは

ない。プロジェクト活動を推進していくうえでＢＳＵの参画が必要となる時のコンタクト

ポイントとしての役割が期待されることから、プロジェクト開始後策定される活動計画の

なかでＢＳＵの役割を協議してメモランダムを結ぶことが考えられる。

4） ラ・トリニダッド町長表敬

プロジェクトオフィス候補地の使用については、町議会での承認を得ることが 99％ほぼ

確実である旨、回答を得た。ただし、当初予定していたオフィスに隣接する駐車スペース

については確保が困難であることから、オフィスから約100m離れたラ・トリニダッド町庁

舎の駐車場またはこのほど日本の無償資金援助により完成したベンゲット州立病院の駐車

場を利用できるよう配慮する旨、回答を得た。また、アソシエートカウンターパートの配

置についても了解を得た。

（6）５月 24日

1） 日本大使館

植野書記官から以下の３点についてコメントがあった。

a. プロジェクト開始後、Ｒ／Ｄで締結されたフレームどおりに実行されないなどの問題

があれば、適宜大使館にも相談して欲しい。大使館としても必要な働きかけを行いプ

ロジェクトの円滑な推進をサポートしたい。

b. 本プロジェクトでは、モデル農協を育成することが目標の一つになっており、モデル

ケースとなるような機材供与の規模にして欲しい。機材選定にあたっては慎重を期し

て欲しい。

c. フィリピンにおける協同組合振興の過去の蓄積を十分検証して欲しい。
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2） ＪＩＣＡ事務所

農家実態調査の実施にあたっては、現地の事情を十分に把握できているローカルコンサ

ルタントの活用が有効であるというコメントがあった。

また、今回採択されるプロ技について、女性への配慮という視点が欠落しているのでは

ないかというＮＥＤＡからの指摘に対して、①ＣＤＡには、ことさら女性への配慮を取り

上げることは女性差別的になるという考え方があること、②パイロット農協選定段階で女

性が農協役員になっていることを条件としたこと、③農産加工、生活活動など女性中心の

活動へのサポートも行う予定であること、④プロジェクト開始以降女性への配慮が必要な

活動を実施する必要が出てくれば、運営指導調査の際にＰＯなどに記載することを説明し

た。

供与機材に対する課税については、「輸入税を中央政府が確保している予算の中から支払

うこと」、「現地調達の場合、付加価値税 10％をＣＤＡが納税するためには、購入年度の前

年度に予算要求を行う必要がある」という問題が指摘された。

３－２　プロジェクト実施に関する討議経緯

（1）総括

全体を通じて、今般の討議は円滑に行われた。関係機関への表敬、訪問に際しては、以下

の点について説明し理解を得た。

1） プロジェクト開始時期は 2000年７月１日とすること

2） 日本人専門家については、①チーフアドバイザー、②業務調整（農家実態調査分野を兼

務）、③農協組織経営、④経済事業、⑤営農指導／生活活動の５名をプロジェクト開始か

ら派遣すること

3） 農協組織・事業強化に必要な情報を得るための調査及びプロジェクトのモニタリング・

評価に係る指標データ取得のため、プロジェクト開始直後に農協組合員・未加入農家へ

の実態調査を行うこと

4） 本プロジェクトは３パイロット農協の強化活動を通じてフィリピン側実施機関の能力向

上をめざしており、プロジェクト終了後、ＣＤＡは関係機関との連携によりベンゲット

州における 3パイロット農協以外のほかの農協を強化する活動を行うこと

以上の内容についてはＲ／Ｄ及びミニッツに記載した。そのほかのＲ／Ｄ及びミニッツ記

載事項に係る協議経緯については以下のとおりである。
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（2）協議の細目

1） カウンターパートの配置

調査団からは、プロジェクトの持続性とプロジェクト効果の波及という観点を十分考慮

してカウンターパートの配置ローテーションを検討するよう要求したところ、レギュラー

カウンターパートについてはジェネラルカウンターパート１名と各分野２名ずつ８名の計

９名を配置することとし、８名についてはＣＤＡコルディレラ地域事務所（ＣＤＡ－

ＣＥＯ）から選定されることとなった。また、アソシエートカウンターパートは地方政府、

パイロット農協の役職員から選定されることとした。また、プロジェクト活動の継続性を

確保する観点から、プロジェクトマネージャーとしてマリエッタ女史を、レギュラーカウ

ンターパートのうち各分野１名ずつの合計４名をプロジェクト実施期間中フルに配置する

ことに合意した。ＣＤＡは組織としてプロジェクト活動成果をＣＤＡ－ＣＥＯに蓄積し、

ＣＥＯ管轄の６州への成果の普及を図るために、ＣＤＡ－ＣＥＯの技術スタッフ全員（22

名）にカウンターパートを経験させたいとの観点から、ミニッツの ANNEX IVのとおりカウ

ンターパートのローテーション案が提案された。調査団からはＣＤＡの趣旨は理解できる

ものの、各分野 1名のカウンターパートが１年ごとに交代することによりプロジェクト活

動へマイナスの影響が出ることも考えられることから、ローテーションについては暫定案

として合意し、プロジェクト開始後１年以内に行われる運営指導調査までにプロジェクト

チームで協議のうえ確定させることとした。

なお、農家実態調査分野については、総括のカウンターパートとして Dickson Aycud氏

（Senior ＣＤＡ）が兼務し、業務調整分野のカウンターパートとして Felicidad Cenon氏

（ＣＤＳ II）が兼務することを取り決めた。

2） フィリピン側予算措置について

プロジェクトの円滑な実施のため、ＣＤＡは、①カウンターパートの旅費、②プロジェ

クトオフィスのリース及び維持管理費、③そのほかプロジェクト実施費用について予算を

計上することとした。これについては、付属資料３．に示すとおり、2000年度の予算の６

つの予算項目（Cluster）から均等に 22万 9200ペソずつ切り離し、トータル 137万 5200ペソ

をプロジェクト活動に対する予算として振り替える措置を行うこととした。また、2001年

度以降はプロジェクト予算として独立して要求することとなる。プロジェクトの円滑な実

施を担保するため、ＣＤＡ－ＣＥＯレギュラー予算とは別に、プロジェクト予算として直

接プロジェクトオフィスに送金し、支出できることとした。2000年度については、定めら

れた支出項目ごとにプロジェクトマネージャーと Coop-BANK MANAGERのサインにより予算

支出科目に沿った予算執行ができる旨、ＣＤＡとCoop-BANKがメモランダムを結んでいると
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のことである。

また、調査団はプロジェクトマネージャーがプロジェクトサイトにおいて、生活のベー

スを確保するために必要な家を借りられるような適切な予算措置を要求した。ＣＤＡは国

家公務員法との関連で調整する必要があるものの、努力する旨合意し、ミニッツに記載し

た。

3） プロジェクトオフィス（執務スペース）について

ＣＤＡは、2000年７月のプロジェクト開始から事務所が使用できるよう、ラ・トリニダッ

ド町から借り入れる準備をすることとした。ＣＤＡが毎月３万ペソを支払って、ラ・トリ

ニダッド町の所有する土地を借用する予定であるが、民間銀行から毎月５万ペソの借料を

支払うとの申し出があり、町としては本プロジェクトへのオフィス貸与を再考するとの情

報があった。ラ・トリニダッド町長表敬時に、プロジェクトオフィス候補地の使用につい

ては、町議会での承認を得ることが99％ほぼ確実である旨、回答を得た。ただし、当初予

定していたオフィスに隣接する駐車スペースについては確保が困難であることから、オ

フィスから約 100m離れたラ・トリニダッド町庁舎の駐車場、またはこのほど日本の無償資

金援助により完成した、ベンゲット州立病院の駐車場を利用できるよう配慮する旨回答を

得た。当該事務所は以前 Land Bankが事務所として使用していたが、退去後放置されてお

り、傷みも激しいため、改装が必須である。ＣＤＡは改装のために12万ペソ計上すること

としているが、改装工事の着実な実施について、フィリピン事務所に対してフォローする

よう申し入れた。プロジェクトオフィス見取り図については付属資料６．参照。

4） 供与機材

調査団より松久個別専門家の活動のために供与されたコンピューター、プリンター、コ

ピー機、ファックス機については、プロジェクト開始後機材購入・設置が行われるまでの

間、本プロジェクトがそれらの使用をできるよう要望し、ＣＤＡも合意した。

5） Ａ１及びＡ４フォームの取付けについて

Ａ１及びＡ４フォームについては、Ｒ／Ｄ締結後、ＣＤＡ内部で決裁を終えたアドバン

ス書類を調査団が日本へ持ち帰り、迅速な対応を進めることとしている。

6） プロジェクト形成過程で要請内容の「農村女性の社会的・経済的地位向上」という項目が

欠落したのではないかという指摘について

今回、プロジェクト名称及びマスタープランにおける活動項目からは「女性の社会的・経
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済的地位の向上」という文言は省かれたものとなっている。これは短期調査時のＰＣＭワー

クショップなどを通して整理した結果であり、プロジェクト活動の内容から削除されたと

いうものではない。すなわち、本プロジェクト活動においては、農産加工、生活活動など

実質的には女性の果たすソフト面の開発効果に配慮した協力活動が実施される予定であり、

何ら上記の要請内容が欠落したものとはなっていない。その裏づけのひとつとして、パイ

ロット農協選定段階において、女性幹部がメンバーであることを条件づけており、女性の

果たすソフト面の開発効果に配慮した、協力活動実施に必要な条件を考慮したものとなっ

ている。また、プロジェクト開始以降、女性への配慮が必要な活動を実施する必要が具体

化すれば、次回運営指導調査の際にＰＯなどに記載することとしている。

7） その他

ＰＤＭの指標について、当初日本側の案では OUTPUT の２－２にあった項目を PROJECT

PURPOSEの２－２として「＃of qualified trainers」を設定した。これは、カウンターパー

トが各州へ戻ったあとプロジェクト活動成果を普及させ、ＣＥＯ全州への展開が図られる

ことを目標とするフィリピン側の意向に沿って「フィリピン側カウンターパート機関の能力

向上」を計る指標としたものである。

また、ミニッツに添付したマスタープランにおいて、当初案では記載されていた「農協総

合経営システム（ＡＣＩＭＳ）」については、ＣＤＡ内部で作成された用語であり、一般的

に理解されないという理由から削除した。
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４．プロジェクト実施上の留意点

４－１　農協組織経営、経済事業分野における実施上の留意点

1999年４月の事前調査及び 2000年２月の短期調査に引き続き、今回３回目の現地調査であり、

新たに視察したところは、ベンゲット農業研修センター（ＡＴＩ－ＮＴＣ）のベンゲット国立大学

内事務所、ブギアス農協のラ・トリニダッド支所、ベンゲット州立病院であった。

このため、今回の報告については、それら３か所の視察から得られた知見を中心に記すことと

する。

（1）ＡＴＩ－ＮＴＣベンゲット国立大学内事務所

1） リーフマイナー

事務所長の話では、ブギアス周辺のジャガイモ、白菜、キャベツなどの野菜に大きな被

害を与えているリーフマイナー（ハモグリバエの一種と見られる）については、ベンゲット

州知事を委員長とする対策協議会が設置され、対策が検討された結果、リーフマイナーが

好む黄色の板にグリースを塗ったものを栽培地に多数設置することによって、捕獲・駆除

することが費用の面からも最も有効ということがわかり、現在、それを推奨しているとの

ことであった。

この技術に関する情報はインターネットを通じて入手したもので、もともとはイスラエ

ルで開発され、ペルーで効果をあげているとのことであった。また、効果のある農薬も見

つかったが、高価で農民は使うことができないとのことであった。

また、対策協議会には、州農業事務所やブギアス町の農業事務所なども参加していると

のことであったが、この懇談の前日に面談した彼らからは、この対策協議会の設置や、黄

色の板を利用した防除技術についての話は全くなく、被害を受けて困っているという訴え

のみであった。

このことのみで結論づけるのは早計かもしれないが、これまで彼らと話した感触からみ

ても、彼らが農業技術普及を十全に行い得る能力を十分に持っているかどうかは疑問であ

り、農協の営農指導活動に係る協力計画を立案する際にはその点について十分吟味すると

ともに、農業研修局（ＡＴＩ）などの農業省関係機関や、ベンゲット国立大学などから直接

農業技術に関する情報を入手するようにしたほうがいいのかもしれないと考える。なお、

ＡＴＩ事務所長は、リーフマイナー対策として、ジャガイモから白トウモロコシなどへの

転作も奨励しているとのことであった。

また、ブギアス農協関係者も、この対策協議会の設置や黄色の板を利用した防除技術に

ついての話は知らないようであり、こうした情報をいち早く入手し、購買事業（黄色の板や
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グリースなど）や営農指導活動に結びつけていく意識を早くもたせることが、本プロジェク

トの開始時に必要と考える。

2） 食品加工研修

事務所長の話では、この研修所で食品加工の研修（ニンジンジュース、ケーキなど）を

行っており、ジャガイモの加工（冷凍フライドポテト、ポテトチップス）については、農業

省の関連機関であるポストハーベスト研究普及局（Bureau of Post-harvest Research and

Extension：ＢＰＲＥ）との共催で行っているとのことであった。

ＢＰＲＥは、ラ・トリニダッドに研修センターを有しており、それは州政府が管理して

いる。ブギアス農協にジャガイモ加工の指導を行っており、今回時間の都合で視察できな

かったが、派遣専門家による視察が望まれる。

（2）ブギアス農協ラ・トリニダッド支所

ブギアス農協ラ・トリニダッド支所では、ＢＰＲＥからジャガイモ加工の機材（冷凍フライ

ドポテト及びポテトチップス用）の貸与を受け、また、派遣されたＢＰＲＥ職員によるジャガ

イモ加工事業（研修含む）が行われていた。これを視察した限りでは、当面のパイロット農協

の食品加工事業は、マニラではなく、バギオやラ・トリニダッドでの販売可能性を調査し、計

画すべきであろうと考える。

（3）ベンゲット州立病院

我が国の無償資金協力により建設された病院であり、今後、本プロジェクトとしても積極

的な活用が望まれる。

活用方法については、派遣専門家による検討を待つが、州立病院建物の前には適当な大き

さのオープンスペースがあり、例えば、土日曜日にパイロット農協による朝市を開催するこ

とが考えられ、この点について、ベンゲット州知事に打診したところ、向かって右側は緊急

車両用のスペースであるが、向かって左側なら貸し出しは可能とのことであった。

また、５つの郡（District）病院と 13の農村保健ユニットにも無償資金協力で機材が供与さ

れている。それらを視察する機会はなかったが、それらとパイロット農協の事業活動（特に生

活指導活動や生活購買事業など）との連携をいかに構築していくかが今後の課題である。

４－２　営農指導、生活活動分野における実施上の留意点

パイロット３農協ならびに関係機関（州知事、州政府、町の行政の長及び職員、大学、訓練機関

のトップなど）は、当プロジェクトに対する期待が大きく、熱心かつ積極的な対応を受けることが
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できた。

（1）パイロット農協における営農指導事業と生活指導事業担当者設置の現状

1） ベンゲット農協

2000年３月に１名の男性職員を営農指導事業の担当に指名済みであった。生活指導事業

の担当者は指名されていなかったが、近い将来に指名する予定とのことであった。

2） タバアオクバ農協とブギアス農協

両農協とも営農指導及び生活指導事業の担当を設置していないが、農協幹部の話では、

設置要請があればすぐ設置するという意気込みであった。

3） 大統領府協同組合開発庁コルディレラ地域事務所（ＣＤＡ－ＣＥＯ）の担当者や州政府の

協同組合担当者の説明によると、組合員が農協に来たおりや、組合員集会の時などに出さ

れた要望のなかから、参事が関係機関に要望を伝えるケースがあるとのことである。例え

ば、女性に関することであれば、「女性農村生活クラブ」や「ラモス基金」などのグループ活

動のなかで話し合って、技能訓練なども行われることがある由であった。

ブギアスの農業事務所の担当者は、「農業技術については当該事務所で対応しているの

で、タバアオクバ農協があるカパンガンでも同様である」と言い、農協の事業に協力してい

るということであった。

（2）両指導事業を新たな農協事業に結びつける努力の必要性

1） 州内の 25組合で構成している協同組合間協同的なクラスターという組織の中心的存在で

あるベンゲット農協が、たった１名とはいえ営農指導事業の担当者を設置した意義は大き

いと思われる。ほかの農協では「人がいない」とか「お金がない」などと未設置の理由をあげ

ているようであるが、パイロット農協については前述のとおりである。

しかしながら、当該農協の事業区域がベンゲット州一円であることから、１名で「体制が

ある」といい難く、今後は地域の広さとほかの農協との協調の基点的な役目を担わなくては

ならないことを考慮すると、役員の認識・理解、更には組合員からの支援・信頼を得るよ

うな「人づくり」と、複数の農協で営農指導事業の担当者の設置の重要性を認識・理解させ

る手法を検討し、担当者を設置して組合員の信頼を得たうえで農協事業の拡大にどうつな

げていくかということが、ＣＤＡ等から派遣されてきているカウンターパート及び当プロ

ジェクトの大きな仕事（ノウハウの移転を含む）となろう。
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2） 一方、パイロット農協での生活指導事業の現状は先述したとおりであるが、パイロット

農協訪問時にも女性組合員とみられる人々の参加が多かったことからも、直接かつ積極的

に女性が農協事業に参画していると考えられる。

今後は、食生活や衛生、生活環境面など身近な問題解決の拠点として組織されているク

ラブなどを発展させつつ、農協事業との接点を考慮して生活指導事業の必要性と、特に女

性の身近な問題を協議・解決するための中心的役割を担う担当者の必要性を認識させる必

要がある。それにより、パイロット農協からの情報で、クラスター参加の各農協にも生活

指導事業の重要性が認識されていくと思われる。当プロジェクトとしても、今後は積極的

に地域の実情と相まって、カウンターパートとともに手順の検討などをしていく必要があ

る。

（3）「人づくり」に必要な機関の存在

ベンゲット州には、ベンゲット国立大学（ＢＳＵ）をはじめ農業研修局（ＡＴＩ）などがあ

り、なかでもＢＳＵとＡＴＩは当プロジェクトの協力機関となって、積極的に手助けする旨

の快諾を得ることができた。

（4）その他

1） 農家調査等の重要性

営農指導事業と生活指導事業の面で、農家の農協事業への要望がどのようなものか、農

協に対する具体的な認識、更にはどのような点で困っているのかを把握すること、あるい

は 2月の調査で実施されたＰＣＭワークショップにおいて営農指導事業や生活指導事業の

内容を組合員が認識できたことなどから、営農、生活事業に係る農家調査と農協事業に関

する調査は大変重要である。

2） 販売事業及び購買事業と営農・生活両指導事業との連携強化

両指導事業は、ほかの事業と連携を強化させる活動であること、特に既存事業のなかで

も販売事業と購買事業においては欠かせない活動であることを認識させつつ、農家組合員

のための農協組織の重要な活動として営農・生活両指導事業があり、農協の事業拡大のた

めに有効であることを認識されるような手法を編み出す必要がある。

3） 営農、生活両指導事業の確立に向けた取り組み

両指導事業の活動が、組合員のニーズ把握に必要であることを実務を通して認識してい

くなかで、農協が農家組合員の相談窓口となれるような協同組合組織となる必要性、農家
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組合員の要望に応える新規事業の可能性などを、組合役職員研修などを通して理解しても

らうような手だてを、当プロジェクトとして工夫し、定着させていく方法の研究・実施も

重要である。
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５．団長所感

（1）プロジェクトの基本計画については 2000年２月の短期調査によるワークショップの結果を

踏まえ、先方カウンターパート機関である大統領府協同組合開発庁（ＣＤＡ）、アソシエート

カウンターパートである３パイロット農協、州政府をはじめとする地方自治体、いずれも理

解が浸透しており、プロジェクトに対する期待が大きいことを認識した。

（2）ＣＤＡは1990年に設立された若い行政組織であり、我が国とのプロジェクト方式技術協力

を実施するのは初めてであることから、国家経済開発庁（ＮＥＤＡ）はじめ関係機関とのプロ

ジェクト開始にあたっての調整に慣れていない面がみられた。

しかし、ＣＤＡは支援機関と位置づけた農業研修局（ＡＴＩ）及びベンゲット国立大学とも

農協活動強化に関連する研修、指導事業において、すでに連係、調整を図りながら業務を遂

行しており、 関連機関との枠組みが基盤として確立されていることが理解できた。プロジェ

クトの実施体制としては、こうした既存の枠組みのなかに関係している政府機関をカウン

ターパート、アソシエートカウンターパートとして位置づけ、農協強化事業能力の向上が

ＣＤＡを中心とした関係機関にもたらされることが目的であり、既存のフレームワークが強

化、改善されることによって達成されると期待される。

（3）2001年は３年ごとの地方選挙の年にあたり、４月から選挙キャンペーンが始まって５月に

投票となる。本プロジェクトは地方がプロジェクトサイトになり、地方政府との強い関係の

もとにプロジェクト活動を実施していくことから、政治的動きに揺り動かされることなく、

その影響を最大限受けない形での実施を行えるようにＣＤＡ本庁、カウンターパートチーム

による調整を十分行うことが必要になる。

（4）プロジェクト開始後、早い時期に本プロジェクトのオープニングセレモニーを開催し、プ

ロジェクトの広報に努めることが、円滑な協力の実施を行うためにも必要と思われる。専門

家をはじめとする関係機関のリソースパーソンによるセミナー、ワークショップを中心とし

て、農協はじめ地方政府関係者を広く招集して実施されることが望まれる。

（5）農家実態調査については調査活動の期間を短期間に集中して効率的に実施し、プロジェク

ト詳細活動計画に反映させること。フィリピンにはほかの援助機関から農民参加型調査手法

が既にいろいろな形で導入されていることから、プロジェクトに必要な調査内容に絞り込み、
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同時にそのノウハウをＣＤＡに有効性の高いものとして技術移転させることが求められる。

また、農家調査の分析結果が出る前に、フィリピンサイドで既にこれまでに行っている農

協強化活動を補完できる協力（例えばハモグリバエ防除）は早めに対応し、プロジェクトの成

果を着実に出していくことが必要と考えられる。

（6）ＣＤＡコルディレラ地域事務所（ＣＤＡ－ＣＥＯ）との関係では、レギュラーカウンター

パート８名はいずれもＣＥＯ事務所から独立してスムーズに協力を実施できるよう、予算の

独立化をはじめカウンターパートの休暇、出張に係る承認についてもプロジェクトマネー

ジャーの権限内とすることができた。

プロジェクトダイレクターであるＣＤＡ本庁専務理事の介入を強いものとする旨の長官の

命令もあり、本庁との密な関係、サポートを得ながらプロジェクトを推進していく体制をプ

ロジェクト初期段階で構築することが重要であると考えられる。



付　属　資　料

１．討議議事録（Record of Discussions：Ｒ／Ｄ）

２．ミニッツ（Minutes of Understanding）

３．2000年度プロジェクト予算に係るメモランダム

４．プロジェクト予算（2000～ 2005）

５．ＢＳＵコンタクトパーソン配置レター

６．プロジェクトオフィス見取り図
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